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    雇用の機会均等法が施行されてはや 20 年以上、男女共同参画社会基本法が施行さ
れて８年になるが、我が国の男女共同参画は、遅々として進んでいない。たとえば女性
が政治や経済活動を通じて意思決定に参加できる程度を表すといわれる国連の GEM 指
数でみれば 2005 年で我が国は 43 位であり、 欧米諸国はもとよりシンガポール(22 位)、
メキシコ（38 位） 、タンザニア(42 位)などよりも下位に評価されている（国連開発計画
（UNDP） ，2005） 。男女の賃金格差については 2002 年の厚生労働省審議会である「男女
間の賃金格差問題に関する研究会」 による報告書では男性の平均賃金水準を 100 したと
きに、女性の平均賃金水準は 2001 年で 65.3 であり、欧米諸国よりかなり低く、雇用機




    本稿ではまず我が国の男女の賃金格差について、 いかなる事実が判明しているかに
















よる差を取り除いても大きな男女の賃金格差が残るという点 （中田 2002、 森 2005） 、 （２）
計量的に説明できる部分も労働市場での供給側の特徴、特に男女の人的資本の違い、で




在しているという点（中田 2002、森 2005） 、の４点の理由で、動かしがたい事実という




















う議論もあり（Cole 1973、小池 1991） 、長期的雇用の選好自体を、新古典派経済学の
理論と矛盾するからという理由だけで合理的でないとは言えない。一方終身雇用を「イ













2.   男女の賃金格差の現状と要因について：レビューと分析 












































第 3 の要因は生産性と賃金の関係について男女差はないが、 企業が女性に対し賃金
を低く設定し、それに見合う生産性の職を与えることから生じる賃金格差である。この













2.2  実証分析による男女賃金格差の要因について：レビューと新たな分析 
2.2.1  雇用者の標本を用いる分析のレビュー 
    男女の賃金差を実証的に説明しようとするアプローチには 2 種類ある。一つは、雇
用者の標本を用いる方法である。二つめは企業のデータを用いる方法である。前者はミ





    我が国の男女賃金格差については、 厚生労働省の男女間の賃金格差問題に関する研








原数値  調整済 
男女間格差 
縮小程度 
労働時間  65.3 66.1 0.8
年齢  65.3 67.4 2.1
学歴  65.3 67.5 2.2
企業規模  65.3 66.1 0.8
産業  64.2 61.9 -2.3
勤続年数  65.3 71.4 6.1





を示している。表 1 では職階が男女の賃金格差を 11.2%少なくするとなっているが、男
女格差の解消への貢献度でいえば約 34％[=(77.2­66.0)/(100­66.0)]とかなり大きい。
同様に勤続年数の貢献度は約 18％[=(71.4­65.3)/(100­65.3)]である。これらの結果に












のような企業のコース制の採用が、男女の賃金格差を大きくしているという点である。   7
   












2.2.2  男女の賃金格差の要素分解 
男女の賃金格差の大きな特徴としてそれが年齢とともに増大することはよく知ら
れているが重要なのは、 その傾向が正規雇用者と非正規雇用者あるいはフルタイム就業




















表２．男女別の、雇用形態別就業者割合と時間あたり賃金         










就業者割合  男性  0.874 0.075 0.003  0.082  1.000 
  女性  0.474 0.146 0.009  0.371  1.000 
時間あたり賃金  男性  2,094 1,324 1,342  1,059  1,949 
  女性  1,462 1,041 1,068    939  1,203 










クに達し、45－59 歳では時間あたり平均賃金が 2500 円を超えるのに対し、同じフルタ
イム・正規であっても女性は伸び率が低く、特に係長・課長の割合など職階に男女の違





男性は 40 歳前、女性は 30 歳前にわずかに延びが見られるがその後はほとんど無い。女
性の場合 35 歳以降はむしろ時間あたり平均賃金は減少し、45－64 歳では 400 円以上の
男女の賃金格差を生み出している。パートタイムの非正規の場合、年齢とともに時間あ



































































































男女別および雇用形態(4 カテゴリー)別の就業者数を図１の 12 の年齢区分別に固定し、
各年齢区分内で雇用形態の構成比が男女で同等になったならば、と仮定すると、時間あ
たり平均賃金の雇用形態の男女間のこの標準化による調整値は男性が 1,801 円、 女性が




１）  男女の雇用形態の違いが 31.3% 
２）  フルタイムで正規雇用者内での男女の賃金格差が、55.1% 
３）  フルタイムで非正規雇用者内での男女の賃金格差が、4.4% 
４）  パートタイムで正規雇用者内での男女の賃金格差が、0.2% 
５）  パートタイムで非正規雇用者内の男女の賃金格差が、5.0%  10










や派遣職員など未婚者にも見られる非正規雇用が多くなり、 例えば 15-24 歳の女性の非


































































2.2.4  フルタイム・正規の雇用者内での男女格差について     


























2.2.5  勤続年数の影響の要素分解について 
    一方表１で男女格差の 18%を説明する勤続年数の違いについては、雇用形態とどの














表３．男女別の、雇用形態別平均勤続年数         









平均勤続年数  男性  14.1   6.0   7.7   3.5   12.6 
  女性   9.7   5.5   7.2   4.9    7.3 
 
また要素分解の結果は以下のようになった。 
１）  男女の雇用形態の違いが 56.1% 
２）  フルタイムで正規雇用者内での男女の勤続年数格差が、40.7% 
３）  フルタイムで非正規雇用者内での男女の勤続年数格差が、-1.8% 
４）  パートタイムで正規雇用者内での男女の勤続年数格差が、0.0% 
５）  パートタイムで非正規雇用者内の男女の勤続年数格差が、-4.0% 








結果と合わせ、雇用形態の違いが男女の賃金格差を説明する 31.3%のうち、約 3 分の
1[=(0.18×0.561]/0.313]程度が雇用形態により勤続年数が異なってくることへの影響
を通した間接的な影響で、 残りの 3 分の 2 が雇用形態により年功賃金プレミアムが違う
ことなどの理由による「直接的」影響と解釈できるが、はじめに断ったように線形と非
                                                  








    また 2.2.3 節と同様、 フルタイム就業とパートタイム就業の男女の割合の差を男女








2.2.6  企業を観察単位とする実証分析のレビュー 




（Hellerstein and Neumark 1999） 、我が国では川口（Kawaguchi 2007; 川口 2007; 
Asano  and  Kawaguchi  2007） らの研究のみである。 川口らの研究はデータの制約により、
男女別の総支払い賃金や、 男女の労働時間や男女の職種や雇用形態の別などの労働者数
について情報が各企業から得られないため、 男女の別を例外として同質な労働力を仮定
している。Asano and Kawaguchi (2007)およびそのダイジェスト版である川口（2007）






















2.3  この節のまとめ 


















































３  欧米、特に米国の、状況の簡単なレビュー 
    男女の賃金格差など、男女の不平等に関する、欧米の実証的研究は膨大だが、レ
ビューは簡単に行う。理由は、我が国の状況がだいぶ異なり、現在の我が国の男女の
機会の不平等を、どう是正するかに参考となる部分が多くはないからである。 









     
  男女の賃金格差については、米国では一般に人的資本の違いに加え、細かい分類の























高いなどの実証研究も最近あり（Frink et al. 2003, Catalyst 2004） 、この面での改
善も進む機運にある。 


































4.1  統計的差別とは何か、それはなぜおこるか 
























    ひとくちに統計的差別の理論というが、実際は４つの異なる変化形がある
4。アル
トンジとブランク（Altonji and Blank 1999）は以下の最初の 3 種の関連文献に優れた
レビューをしている。もっともよく知られているのはフェルプス（Phelps 1972）の理
論であるが、その変化系にエイグナーとケイン（Aigner  and  Cain  1977）の理論があり、
これは川口（1997）や飯田（2007）が紹介している。３番目はアロー（Arrow  1973）が












                                                  






































    シュワッブの理論は後述する逆選択の論理で統計的差別が不合理となることを示
したものであるが、これは後に 4.3 節で議論する。  21
 








4.2  離職のコストは実際に存在するのか：対立する理論と実際 





































    一方「現実論」の根拠になるのはベッカーの人的資本の理論（Becker 1975）であ






























ば 20 代にはベッカー理論の特徴が、30 歳以降はラジアの理論がおおむね当てはまるこ
とを示している。 
 
    これらの事実は企業が女性を男性と同等に扱った場合、女性の「結婚・育児」によ
る離職がコストになるのは、最初の投資期間（賃金が生産性を上回る期間）の回収期間
























  （ 「一般職の賃金」/「総合職の賃金」 ）/（ 「一般職の生産性」/「総合職の生産性」 ）   24
が１より小さければ賃金面だけを考えたときコース制は企業にとって利益、 １より大き











も与えず、 一般職の場合には、 企業が特殊人的資本の投資もせず生産性も低いので （ 「壁






4.3  逆選択と予言の自己成就 
    統計的差別の非合理性の要因として逆選択（アドバース・セレクション）の問題が






























    関連する理論に女性の高い離職率を根拠とする統計的差別は、予言の自己成就


















4.4  ワークライフバランス：離職リスク減少戦略の条件付き合理性 






















ト、 ＰＮは企業が WLB を推進しない （Ｎを選択する） 時の女性の離職確率である。 式 （１）
は議論を簡単化するため、同質な女性を仮定しているが、女性により離職確率や離職コ
ストが異なる場合にも論理をグループ別に当てはめることでモデルを適用できる。        






は企業が WLB を進める場合の女性の離職確率で、仮定によりＰA＜ＰＮである。また 
ＣＡ×ＥはＡを選択したという条件の基で女性が離職する場合の追加コストである。フレ
ックスタイム勤務など一般雇用者に対する WLB 施策でなく、 継続就業を前提として企業
が提供する育児支援制度の利用後短い就業期間で離職するなどの雇用者のモラルハザ
ードによって起こるコストがＣＡ×Ｅである。 
        0 () ( ) AA A E A E A EU U B C C C P × =+−− +         （ ２ ）   27
式（３）は式（２）と（１）の差で、この差が正の値ならば WLB の選択は合理的となる。 
        () () ( ) AE A A E N E A E A EU EU B C CP C C P × −= − + − +         （ ３ ）  
今ｔを年齢とし、企業がＮを選択するときの平均離職ハザード率を () N ht で表し、
企業がＡを選択するときの平均離職ハザード率を () Á ht で表し、等比ハザードモデルを
仮定して、WLB の選択による離職率の減少率をｒ（r<1）とする。すなわち 
        () () AN ht r ht =               （ ４ ）  
が成り立つと仮定する。今 T を結婚・育児を理由とし、離職がコストを生むような年齢
の上限とすると、Ｎの選択のもとで年齢Ｔまでに離職が起こる確率は 1( ) NN PS T =− で
表せる。 ここでＳはハザード関数から導かれるサバイバル確率 （離職が起こらない確率）
である。すると、等比ハザードモデルの性質により、WLB を推進する場合の離職確率 
ＰＡと推進しない場合の離職確率ＰＮの間に以下の関係が成り立つ（Yamaguchi 1991） 。  
        1( ) 1( ) 1 ( 1)
rr
AA N N PS TS T P =− =− =− −        （ ５ ）     
また式（５）を式（３）と組み合わせると、以下の式（６）を得る。 
       ( ( ) ( ))/ ( )/ [( )/ )[1 (1 ) ](6)
r
AE E A A E N E A E E N EU EU C B C C P C C C P × −= − + − + − −  
式（６）は以下の特徴を持つ。 




（１－２）条件付き追加コストＣＡ×Ｅが０でない場合、 >/ (+ ) EEA E rC C C × （あるいは
(1/ ) 1 / AE E rC C × −< ）であれば、式（６）は常に負で WLB 推進は合理的でないが、
</ (+ ) EEA E rC C C × （あるいは(1/ ) 1 / AE E rC C × − > ）であれば、ＰＮの一定範囲（通常０に






できるほど小さくはなく、かつ負であるときは、() / 1 AAE BCC − <− であれば、WLB 推
進が合理的になり得ないが、 そうでなければｒの値が小さいほど、 ＰＮの一定範囲で WLB
推進が合理的となる場合が生じる。 
 
  図 ２ は /= 0 . 1 AE E CC × の場合の(( ) ( ) ) / ( ) / AE E A A E EU EU C B C C − −− の値を示してい 28
る。もし =0 AA BC − なら、縦軸上０より上の場合に WLB 推進が合理的となり、
( )/ = 0.05 AAE BCC −− なら、縦軸上 0.05 以上となる場合に WLB 推進が合理的になる。
このように WLB 推進の合理性は、 （１）その施策の離職確率減少への有効性（r が小さ
くなる程度）と、特に（１/r）―1 が雇用者のモラルハザードのコストの離職コストに
対する相対的度合い（ / AE E CC × ）より大きいか否か、 （２）WLB を推進しない場合の離職
確率（ＰＮ） 、 （３）WBL 推進のネットベネフィットが正か負か、またその離職コストの

























































    以上の結果をより内容的に解釈すると以下のことが言える。他の条件が同じなら、  
（１）  企業にとって離職コストが高いほど WLB 推進は有効である。また企業にとって
離職コストが高い人（生産性の高い人）対して WLB 推進はより有効である。 
（２）  WLB 推進は WLB を推進しないときに平均離職率が非常に高い企業や、 逆に非常に
低い企業でなく、中間的な場合により有効である。また個人に対しても、離職
率が非常に高い人や逆に低い人より、中間的な人に対してより有効である。 
（３）  WLB 推進は平均離職率を下げる効果が大きいほど有効である。 
（４）  就業者のモラルハザードの問題が少なく、企業で制度は利用するが結局離職し
てしまうという人が少ないほど WLB 推進は有効である。特に離職コストが、WLB 29
推進のネットコストよりかなり大きい場合は、モラルハザードの問題が無けれ
ば WLB 推進は常に有効である。 
（５）  情報開示などで WLB 推進企業の名声が人材集めに益をもたらすほど、 WLB 推進は
有効となる。 
（６）  政府の企業の WLB 施策への経済援助は、 WLB のネットコストをなくすかむしろネ
ットベネフィットに変えるので、 WLB 推進が有利となる確率を極めて大きくする。  
    
    以上の結果から、WLB 推進が女性の離職率を下げるための戦略として有効かどうか
は条件によるが、少なくとも離職によるコストを考えるだけでなく、離職確率を少なく
する戦略を企業が考慮しないことは非常に一面的な考えであることは明白といえる。     
 
    リスク回避性との関係について一言注釈がいる。 言葉の感触からリスク回避的であ
れば離職のリスクを下げる戦略をとりそうに見えるが実はそうではない。 確率の場合不
確定性は確率の２次関数で 0.5 で最大となり、それ以下でも以上でも減少するが、 0.4
から 0.6 の範囲では不確定性はほぼ最大の場合と変わらない。今我が国の女性の結婚・
育児による離職確率は７割弱と大きい。だから、リスク回避的であればむしろ離職を前
提とした(離職確率１と見なす)戦略をとりやすい。 状況が変わり離職確率が 4 割を下回
ってくれば、 リスク回避的であれば女性が辞めないことを前提とする戦略に向かうと考
えられる。しかし、WLB の推進が益をもたらす可能性が大きいのは、図２で見られるよ
うに、むしろ不確定性が高い時である。   
 
4.5  我が国の人事決定とそのリスク回避傾向の弊害 
    我が国の企業の人材活用に関して関連するいくつかの不合理と思われる特徴があ






























合理的選択を妨げていると思われる。   
 





































































    
５．結論と政策インプリケーション：時間あたり賃金の男女格差の解消に向けて 














（６）適正な人材評価に基づいたポジティブ・アクションの推進   
（７）雇用形態間の適度な流動性の促進。 
 

















   
  第２点の時間あたり生産性に基づく人材評価の重要性であるが、 三つの理由がある。
理由の一つは WLB の達成と時間あたり生産性の重視は不可分の関係にあるからである。

















































































等や格差問題、さらには WLB への誤った理解、の根底にあると考えられる。 
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付録。  男女の賃金差の要素分解について 
  ijkx w と ijkx y をそれぞれ年齢 x、性別 i、正規・非正規の区別 j、フル・パートの区別 k
の就業者数と時間あたり賃金とすると、男女別平均賃金は 
 
2 2 12 2 2 12
111 111 i ijkx ijkx ijkx jkx jkx y wy w
=== === =∑∑∑ ∑∑∑  （ １ ）  





22 2 2 2 2
... .. . 111 11 1 ;; ; . x ijkx i x ijkx jkx ijkx ijk jk i ww w w w w
=== == = == = ∑∑∑ ∑∑ ∑    
とすると、性別が雇用形態と独立という条件の下での年齢別、性別、正規・非正規別、
フル・パート別の期待就業者数は 
   . ,, ... */ ijkx jkx i x x ww w w =               （ ２ ）  
となり、調整後の男女別調整賃金は、各カテゴリー別賃金が、就業者の構成の変化の影
響を受けないという仮定のもとで 
2 2 12 2 2 12
111 111 ** * i ijkx ijkx ijkx jkx jkx yw y w
=== === =∑∑∑ ∑∑∑   （３） 
となる。 
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. .. 11   jkx jkx jkx jk ww w
== ≡ ∑∑ である。したがって、男女の平均賃金差は 
   
22
. 12 1 2 11 ** ( ) jkx x xj k x j k x jk yy w yy




    しかし年齢別の就業者の男女比率が一定でないため、 この分解は単純に全体の男女
の平均賃金の格差の４成分への分解に結びつかない。いま年齢別男女比率を 
   1.. ... 2.. ... /: 1 / x xx x xx rww rw w =− =        
で表すと、式（２）の調整後の男女別平均賃金はそれぞれ、 
  
12 12 12 12
1 ... 1 ... 2 ... 2 ... 11 1 1 * * ; * (1 ) * (1 ) x xx x x x x x x x xx x x yw r yw r yw r yw r
== = = == − − ∑∑ ∑ ∑  
となるので、男女の平均賃金の差は 
12 12 12 12
1 2 ... 1 ... ... 2 ... 11 1 1 * * * ( 1) * ( 1) xx x xx x x x x x xx x x yy w r y w r w r y w r
== = = −= − − − ⎡⎤ ⎡ ⎤
⎣⎦ ⎣ ⎦ ∑∑ ∑ ∑   （６）   
と表せる。 
    ところで今（６）式で、年齢別の就業者別の男女割合が同じになり、 x r が年齢ｘに
依存しない場合の男女の平均賃金差 12 ** ** yy − を考えよう。するとその場合式(６)に
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x x x x w ww
= ≡ ∑ である。式（７）は、この差 12 ** ** yy −
が雇用形態別の差のウェイト付き合計になっていることを示す。すなわち、式（７）の
差 12 ** ** yy − は雇用形態別の４つの成分の男女差に分解できる。一方 x r が年齢ｘに依
存する場合の差、 12 ** yy − と依存しない場合の差 12 ** ** yy − との違いは、就業者の
年齢分布の男女差が男女の賃金格差に貢献する要素と解釈できる。従って、調整後の男
女賃金格差 12 ** yy − は各雇用形態内の男女格差が全体の格差に貢献する度合い
[=
12
... . 12 -1 (-) xj k x jkx jkx x ww y y ∑ ,j = 1,2,k = 1,2]と、就業者の年齢分布の男女差が男女の賃金
格差に貢献する度合い[= 12 1 2 (* * )(* * * * ) yy y y −− − ]、の５つの成分に分解できる 
 
    次に仮定を変えて、今フル・パートの別の就業者数は男女の選好の違いを表すとし 43
て固定し、正規・非正規の割合だけが、男女の正規雇用の機会の平等が実現して男女で
均等となる場合を考えよう。 今、 年齢別、 雇用形態別の就業者数が変わらないとすると、
これはフル・パートの別ｋを制御した時の性別と正規・非正規別の条件付き独立を意味
するから、この場合の期待就業者数は 
   .. . . */ ijkx jkx i kx kx ww w w =              （ ８ ）  
となる。この場合も調整後の平均賃金は式（３）で表せられる。 




は、期待就業者数は以下の式で与えられる。                       
   . . ... */ ijkx jx i kx x ww w w =            （ ９ ）  
式（９）は式（８）に年齢別の正規・非正規の別とフル・パートの別が統計的に独立に
なるという条件が加味されている点のみ異なる。 